
令和２年度　歳入歳出決算の概要

１　経済情勢
令和 3年 4月公表の政府の財政報告によると、令和 2年度の我が国経済は、新型コロナウイルス
感染症の影響による緊急経済対策などの効果から、持ち直しの動きが見られる一方、経済の水準は
コロナ前を下回った状態にとどまっています。こうした中、政府は、新型コロナウイルス感染症の
拡大防止策、ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現、防災・減災、国土強靭化の推
進など、安全・安心の確保を柱とする「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策」
を策定しました。また、令和 2年度第 3次補正予算（令和 2年 12 月 15 日閣議決定、令和 3年 1月
28 日成立）を編成し、経済への影響に対する着実な予算執行を行うとともに、予備費も活用して
支援策を講じていくとしています。
物価の動向を見ると、原油価格下落等の影響により、消費者物価（総合）は前年比でマイナスと
なっています。この結果、令和 2年度の実質国内総生産（実質ＧＤＰ）成長率はマイナス 5.2％程度、
名目国内総生産（名目ＧＤＰ）成長率はマイナス 4.2％程度、消費者物価（総合）変化率はマイナ
ス 0.6％程度と見込まれています。
引き続き、新型コロナウイルス感染症が国内経済を下振れさせるリスクに十分注意するとともに、
金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があるとしています。

２　国と地方財政
　⑴　国の予算等
�　政府は、令和 2年度の予算編成に当たり、引き続き、デフレ脱却に向け、構造改革はもとより、
金融政策に成長指向の財政政策をうまく組み合わせることに留意し、財政健全化への着実な取組
を進める一方、賃上げの流れと消費拡大の好循環、外需の取り込み、設備投資の拡大を含めた需
要拡大に向けた取組や、Society5.0 時代に向けた人材・技術などへの投資やイノベーションの推
進、次世代型行政サービス等の抜本強化といった生産性の向上に向けた取組など、重要な政策課
題への対応に必要な予算措置を講ずるメリハリの効いた予算編成を目指しました。また、我が国
財政の厳しい状況を踏まえ、引き続き歳出全般に渡り、聖域なき徹底した見直しを推進するとと
もに、地方においても国の取組と基調を合わせた見直しを進めることとしました。
�　その結果、国の令和 2年度一般会計当初予算の規模は、102 兆 6,580 億円で、前年度比 1兆 2,009
億円、1.2％の増加となり、これには、消費税率引上げ前後の需要変動の平準化を図り、経済の
回復基調に影響を及ぼさないように取り組むための臨時・特別の措置である 1兆 7,788 億円を含
んでいます。当初予算成立後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止や雇用の維持と事業の
継続等を図るため、第１次補正予算後の一般会計予算規模は、25 兆 6,913 億円拡大し、128 兆 3,493
億円となりました。
�　令和 3年 7 月末時点における令和 2年度一般会計決算の概要では、収納済歳入額 184 兆 5,788
億円、支出済歳出額 147 兆 5,973 億円、差引剰余金は、36 兆 9,814 億円で、純剰余金は 4兆 5,363
億円となっています。税収は、60兆8,216億円、前年度対比4.1％の増で、補正後の見積りを5兆6,966
億円上回りました。このうち、所得税は、19 兆 1,897 億円で前年度対比 0.1％の増、法人税は、
11 兆 2,346 億円で前年度対比 4.1％の増となりました。
�　なお、令和 2年度末の国・地方を合わせた長期債務残高は 1,201 兆円、国内総生産比 224.0％
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程度と見込まれており、主要先進国中最悪の水準であるなど、極めて深刻な状況にあります。
　⑵　地方財政
�　令和 2年度地方財政計画の歳出面においては、人づくり革命の実現や地方創生の推進、地域社
会の維持・再生、防災・減災対策等に対応するために必要な経費を計上するとともに、社会保障
関係費の増加を適切に反映した計上を行う一方、国の取組と基調を合わせた歳出改革を行うこと
としました。
�　歳入面においては、「経済財政運営と改革の基本方針 2018」で示された「新経済・財政再生計画」
を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額について、
令和元年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本として、
引き続き生ずることとなった大幅な財源不足について、地方財政の運営上支障が生じないよう適
切な補填措置を講ずることとしました。その結果、地方財政計画（通常収支分）の規模は、総額
90 兆 7,397 億円で、前年度比 1兆 1,467 億円、1.3％の増、地方債依存度は、10.2％程度で、前年
度と比べ 0.3 ポイントの減と見込みました。
�　その後の補正予算を反映させた見込みでは、令和 2年度末における地方の借入金残高は 193 兆
1,000 億円程度で、今後、その元利償還が財政を圧迫する要因となることから、地方財政は構造
的に極めて厳しい状況にあります。

３　本市の決算
一般会計の決算額は、歳入が 1,300 億 3,025 万円（前年度比 345 億 3,552 万円、36.2％の増）、歳
出が 1,274 億 7,241 万円（前年度比 352 億 4,891 万円、38.2％の増）となり、歳入から歳出を差し引
いた形式収支は 25 億 5,783 万円（前年度比 7億 1,338 万円、21.8％の減）となりました。翌年度へ
繰り越すべき財源 7,655 万円を除いた実質収支は 24 億 8,127 万円（前年度比 7億 536 万円、39.7％
の増）の黒字決算となりました。
歳入の主なものを構成比で見ますと、国庫支出金 31.9％（前年度 12.5％）、市税 28.1％（前年度
39.1％）、地方交付税 10.6％（前年度 14.4％）、市債 6.4％（前年度 8.0％）、諸収入 5.6％（前年度 2.6％）、
県支出金 5.1％（前年度 5.7％）、地方消費税交付金 4.4％（前年度 4.9％）となっています。
市税は、前年度比 7億 4,464 万円、2.0％の減となり、収納率は 97.86％で前年度比 0.09 ポイント
上昇しました。また、新型コロナウイルス感染症の影響による国からの財源措置として、特別定額
給付金や子育て世帯臨時特別給付金などの補助金により、国庫支出金が前年度比 295 億 5,881 万円、
248.0％の増となった一方、充当対象となる事業費の減等に伴い、基金の取崩し等による繰入金は、
前年度比 18 億 5,033 万円、40.7％の減となっています。
歳出の主なものを構成比で見ますと、総務費 28.6％（前年度 16.2％）、民生費 27.9％（前年
度 36.2％）、教育費 10.8％（前年度 10.4％）、商工費 8.1％（前年度 3.4％）、公債費 7.2％（前年度
10.2％）、土木費 6.1％（前年度 8.9％）、衛生費 4.4％（前年度 5.6％）、消防費 2.2％（前年度 3.0％）
となりました。総務費は、特別定額給付金給付事業費を主な内容として大幅に増加し、前年度比
215 億 8,051 万円、144.8％増の 364 億 8,802 万円、商工費は、中小企業金融対策事業費を主な内容
として増加し、前年度比 72 億 1,143 万円、229.8％増の 103 億 4,916 万円でした。
歳出事業は、総合計画「基本構想 2020・第 10 次基本計画」が最終年度に当たることから、これ
までの事業の整理、見直し、体制の整備等を図りながら、５つの重点目標に沿って取り組みました。
１つ目の重点目標「健康ときずなづくり」では、国の制度改正に伴い、生活保護者の生活習慣病
の発症予防・重症化予防のため、レセプト・健診データの分析等により、生活習慣の指導、必要な
医療の受診勧奨等の支援を始めました。また、生活困窮者自立支援法に基づく相談支援機関である
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「まいさぽ松本」により、生活困窮者の経済的及び社会的な自立を実現するための包括的かつ継続
的な伴走型の支援を実施するとともに、相談者へのより迅速かつ適切な支援を行うため、弁護士と
の連携を強化した法律相談事業を始めました。
２つ目の重点目標「次世代を育むまちづくり」では、義務教育修了から成人するまでの方を対象
に、発達障害を原因とした不登校や引きこもりを防ぐため、支援や関係機関との連携を行うコーディ
ネーターを配置しました。
３つ目の重点目標「経済の好循環の創出」では、国の生涯現役促進地域連携事業の採択を受け、
生涯現役社会の実現のため、本市が中心となって「松本市生涯現役促進協議会」を組織し、働く意
欲と能力がある高年齢者の就労・社会参加の支援を促進しました。また、商業者からの経営相談の
うち、売上向上や利益拡大の支援機能を強化するため、松本商工会議所に、経営経験のある地元人
材を商業アドバイザーとして登録しました。
４つ目の重点目標「暮らしと生活の基盤づくり」では、宮渕浄化センターにおいて使用する電力
の半分を再生可能エネルギーによって賄うため、これまでの消化ガス発電に加え、新たに太陽光発
電設備を設置しました。
５つ目の重点目標「将来世代のためのハード整備」では、国が進める中部縦貫自動車道松本波田
道路の利便性の向上及び地域活性化（企業立地、雇用の創出、緊急輸送ネットワークの強化等）を
図るため、追加インターチェンジを整備するための詳細設計及び土質調査を実施しました。また、
築 50 年経過した市立博物館を松本まるごと博物館の中核施設として、移転・新築するため、建築
工事等に着手しました。
市長公約に係る事業では、子育て・教育への取組として、ＧＩＧＡスクール構想を踏まえ、松本
市学校教育情報化推進計画の前倒し実施により、小・中学校への学習用タブレット端末の一人一台
配備を図るなど、多様な教育環境整備を行いました。また、交通・まちづくりの取組では、市内全
域の渋滞箇所の抽出や渋滞要因の分析を行うとともに、市街地の渋滞緩和や交差点の安全対策のた
めに必要な道路整備を行いました。
その他、令和 3年 4月 1 日の中核市移行に向け、各部局において必要な準備を行いました。主な
ものは、長野県松本合同庁舎内に設置の（仮称）松本市保健所の改修工事及び保健所機能を充実さ
せるための備品等整備、県からの移譲事務に対応するためのシステムを構築しました。また、令和
2年 10 月の閣議決定及び公布を受けて、中核市への移行が正式に決定しました。
補正予算により実施した事業としては、5月補正予算で、国の新型コロナウイルス感染症緊急経
済対策に基づく特別定額給付金給付事業や、新型コロナウイルス感染症の影響により、県からの休
業要請に応じた事業者に対する補助事業等が、9月補正予算では、令和 2年 7 月豪雨による災害復
旧費等がありました。
安定した市政運営を進める上での懸念材料として、中長期的には、超少子高齢型人口減少社会の
中で伸び続けている社会保障関係費が高い水準で推移する見通しであること等が挙げられます。ま
た、新型コロナウイルス感染症が国内外の経済に甚大な影響をもたらし、終息の目途が立っていな
いことから、税収の確保に多大な影響を及ぼすおそれがあります。
今後も、歳出全般に渡る徹底した見直しや、市債借入額の抑制、公共施設等総合管理計画に基づ
く公共施設の整理などにより、健全財政の堅持に努めるとともに、商工業や農林業、観光産業等の
振興による税財源基盤の強化や、基金の有効活用などの臨機応変な対応を図り、持続可能なまちづ
くりのための行財政基盤の確立に取り組むことが必要です。

　　※「３�本市の決算」の万円単位の金額は、千円以下の端数を切り捨てた額を表記
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令和 2 年度　会　計　別

＊歳入歳出差引額欄の〔　〕内の数字は翌年度への繰越財源控除後の実質収支を示す。

会　計　別
歳　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出 歳入歳出差引額

（Ａ）�－ �（Ｂ）
形　式　収　支
［ 実 質 収 支 ］予算現額 調　定　額 収入済額

（Ａ） 収入率 不納欠損額 収入未済額 予算現額と収入�
済額との比較 予算現額 支出済額

（Ｂ） 執行率 翌年度繰越額 不　用　額

一　般　会　計
円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円

131,580,485,625 131,221,086,887 130,030,253,509 98.8 80,102,398 1,110,730,980 △�1,550,232,116 131,580,485,625 127,472,419,270 96.9 1,082,512,025 3,025,554,330 2,557,834,239
［2,481,277,214］

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

霊 園 189,500,000 201,341,696 196,445,166 103.7 199,500 4,697,030 6,945,166 189,500,000 102,034,302 53.8 0 87,465,698 94,410,864

地域排水施設事業 93,450,000 94,294,032 92,785,832 99.3 0 1,508,200 △�664,168 93,450,000 92,785,832 99.3 0 664,168 0

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

23,331,540,000 24,496,896,130 23,064,063,893 98.9 238,103,789 1,194,728,448 △�267,476,107 23,331,540,000 22,315,368,451 95.6 0 1,016,171,549 748,695,442

国 民 健 康 保 険
（ 直 診 勘 定 ）

66,240,000 61,450,756 61,450,756 92.8 0 0 △�4,789,244 66,240,000 61,450,756 92.8 0 4,789,244 0

後期高齢者医療 3,172,910,000 3,194,852,957 3,175,696,267 100.1 3,715,080 15,441,610 2,786,267 3,172,910,000 3,082,657,167 97.2 0 90,252,833 93,039,100

介 護 保 険 22,330,490,000 22,309,430,633 22,225,632,666 99.5 27,409,553 56,388,414 △�104,857,334 22,330,490,000 22,011,328,097 98.6 0 319,161,903 214,304,569

農業集落排水事業 101,170,000 99,458,428 99,156,468 98.0 52,420 249,540 △�2,013,532 101,170,000 99,156,468 98.0 0 2,013,532 0

公設地方卸売市場 490,770,000 449,861,930 449,861,930 91.7 0 0 △�40,908,070 490,770,000 449,861,930 91.7 0 40,908,070 0

市街地駐車場事業 205,720,000 187,516,530 186,461,000 90.6 0 1,055,530 △�19,259,000 205,720,000 202,872,629 98.6 0 2,847,371 △�16,411,629

奈川観光施設事業 210,800,000 210,168,238 210,168,238 99.7 0 0 △�631,762 210,800,000 210,168,238 99.7 0 631,762 0

松 本 城 678,710,000 596,717,148 596,717,148 87.9 0 0 △�81,992,852 678,710,000 522,810,148 77.0 134,530,000 21,369,852 73,907,000
［0］

小�� � � � � � � � � � 計 50,871,300,000 51,901,988,478 50,358,439,364 99.0 269,480,342 1,274,068,772 △�512,860,636 50,871,300,000 49,150,494,018 96.6 134,530,000 1,586,275,982 1,207,945,346
［1,134,038,346］

合　　　　　計 182,451,785,625 183,123,075,365 180,388,692,873 98.9 349,582,740 2,384,799,752 △�2,063,092,752 182,451,785,625 176,622,913,288 96.8 1,217,042,025 4,611,830,312 3,765,779,585
［3,615,315,560］
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決　算　一　覧　表

＊歳入歳出差引額欄の〔　〕内の数字は翌年度への繰越財源控除後の実質収支を示す。

会　計　別
歳　　　　　　　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　　　出 歳入歳出差引額

（Ａ）�－ �（Ｂ）
形　式　収　支
［ 実 質 収 支 ］予算現額 調　定　額 収入済額

（Ａ） 収入率 不納欠損額 収入未済額 予算現額と収入�
済額との比較 予算現額 支出済額

（Ｂ） 執行率 翌年度繰越額 不　用　額

一　般　会　計
円 円 円 ％ 円 円 円 円 円 ％ 円 円 円

131,580,485,625 131,221,086,887 130,030,253,509 98.8 80,102,398 1,110,730,980 △�1,550,232,116 131,580,485,625 127,472,419,270 96.9 1,082,512,025 3,025,554,330 2,557,834,239
［2,481,277,214］

特
　
　
　
別
　
　
　
会
　
　
　
計

霊 園 189,500,000 201,341,696 196,445,166 103.7 199,500 4,697,030 6,945,166 189,500,000 102,034,302 53.8 0 87,465,698 94,410,864

地域排水施設事業 93,450,000 94,294,032 92,785,832 99.3 0 1,508,200 △�664,168 93,450,000 92,785,832 99.3 0 664,168 0

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

23,331,540,000 24,496,896,130 23,064,063,893 98.9 238,103,789 1,194,728,448 △�267,476,107 23,331,540,000 22,315,368,451 95.6 0 1,016,171,549 748,695,442

国 民 健 康 保 険
（ 直 診 勘 定 ）

66,240,000 61,450,756 61,450,756 92.8 0 0 △�4,789,244 66,240,000 61,450,756 92.8 0 4,789,244 0

後期高齢者医療 3,172,910,000 3,194,852,957 3,175,696,267 100.1 3,715,080 15,441,610 2,786,267 3,172,910,000 3,082,657,167 97.2 0 90,252,833 93,039,100

介 護 保 険 22,330,490,000 22,309,430,633 22,225,632,666 99.5 27,409,553 56,388,414 △�104,857,334 22,330,490,000 22,011,328,097 98.6 0 319,161,903 214,304,569

農業集落排水事業 101,170,000 99,458,428 99,156,468 98.0 52,420 249,540 △�2,013,532 101,170,000 99,156,468 98.0 0 2,013,532 0

公設地方卸売市場 490,770,000 449,861,930 449,861,930 91.7 0 0 △�40,908,070 490,770,000 449,861,930 91.7 0 40,908,070 0

市街地駐車場事業 205,720,000 187,516,530 186,461,000 90.6 0 1,055,530 △�19,259,000 205,720,000 202,872,629 98.6 0 2,847,371 △�16,411,629

奈川観光施設事業 210,800,000 210,168,238 210,168,238 99.7 0 0 △�631,762 210,800,000 210,168,238 99.7 0 631,762 0

松 本 城 678,710,000 596,717,148 596,717,148 87.9 0 0 △�81,992,852 678,710,000 522,810,148 77.0 134,530,000 21,369,852 73,907,000
［0］

小�� � � � � � � � � � 計 50,871,300,000 51,901,988,478 50,358,439,364 99.0 269,480,342 1,274,068,772 △�512,860,636 50,871,300,000 49,150,494,018 96.6 134,530,000 1,586,275,982 1,207,945,346
［1,134,038,346］

合　　　　　計 182,451,785,625 183,123,075,365 180,388,692,873 98.9 349,582,740 2,384,799,752 △�2,063,092,752 182,451,785,625 176,622,913,288 96.8 1,217,042,025 4,611,830,312 3,765,779,585
［3,615,315,560］
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